
1 

 

群馬県の財務書類（平成 30 年度決算）の概要について 

１．趣旨  

 

（１）経緯 

・本県では、平成 20 年度決算から、資産や負債などの要素も含め、多角的に財政状況を説

明する資料として財務書類を公表してきましたが、地方公共団体によって、複数の作成モ

デルが存在していました｡ 

・このため、総務省では、地方公共団体間での比較等の観点から「統一的な基準」を作り、

当該基準による財務書類の作成・公表を各地方公共団体へ要請しており、本県でも平成 28

年度決算から当該基準に基づく財務書類を作成しています｡ 

 

 

（２）作成・公表する財務書類 

① 貸借対照表 

② 行政コスト計算書（企業会計における損益計算書に代わるもの） 

③ 純資産変動計算書（株主資本等変動計算書に代わるもの） 

④ 資金収支計算書（キャッシュフロー計算書に代わるもの） 

 

 

（３）財務書類の対象範囲 

① 一般会計等：一般会計及び特別会計（地方公営事業会計を除く） 

② 全体：①に加え、地方公営事業会計〔＝地方公共団体の全体〕 

③ 連結：②に加え、地方独立行政法人、地方公社、第三セクター等の外郭団体 

（原則出資割合 25%以上） 

 
 

【参考】 

財務書類の構成 

  ・財務書類は、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収

支計算書」の４表から構成されていて、下図のように相関関係を持ちます｡ 

 

純資産変動計算書 資金収支計算書貸借対照表 行政コスト計算書

前年度末残高 前年度末残高
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財務活動収支

財源
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２．一般会計等財務書類 

① 貸借対照表 

・県が期末時点で保有している財産（資産）の規模と、その資産形成の財源（負債・純資産）を対照

表示したものです｡ 

・資産の項目は、行政サービスの提供のために県がどのような財産をどれだけ保有しているかを表し

ています｡ 

・負債の項目からは、行政サービスの提供や資産の形成のために借り入れた金額や、将来の負担に備

えてどの程度の金額を引き当てておく必要があるのかが分かります｡ 

 

○群馬県の H30 年度決算の貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

○期中の資産・負債の主な増減事由 

 

 

 

 

 

 

 

・資産総額は 1 兆 6,616 億円、負債総額は 1 兆 5,074 億円で、資産が負債を上回り、純資産

は 1,542 億円となっています｡ 

・なお、負債の大部分を占める地方債残高 1 兆 2,987 億円のうち、6,055 億円は臨時財政対

策債であり、後年度に国から地方交付税として全額手当されるものです｡ 

【資産の部】 

・固定資産は、G メッセ群馬や特別支援学校等の事業用資産（＋132 億円）、道路等のインフ

ラ資産（＋213 億円）の整備等を行ったものの、既存資産の減価償却が進んだ（▲439 億

円）ことなどにより、43 億円減少しました｡ 

・流動資産は、現金預金が減少（▲1 億円）したものの、財政調整基金の残高の増加などにと

などにより、6 億円増加しました｡ 

・資産全体としては、36 億円減少しました｡ 

【負債の部】 

・退職手当引当金が減少（▲72 億円）したものの、臨時財政対策債（＋205 億円）などの県

債残高の増加により、142 億円の増加となっています｡ 

【純資産の部】 

・資産と負債の差引である純資産は、178 億円減少しました｡ 
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【費用】 

・経常費用は、国民健康保険特別会計を設置したことにより、他会計繰出金が増加(+127 億円)

し、補助金等が減少（▲110 億円）しました｡ 

・費用全体としては、3 億円増加しました｡ 

【収益】 

・経常収益は、公立大学法人化による県立大学授業料等の法人の受入れに伴い、使用料及び

手数料の減（▲11 億円）等により、1 億円減少しました｡ 

・臨時利益は、県有地の売払いに伴う資産売却益の減（▲5 億円）等により、6 億円減少しま

した｡ 

・収益全体としては、▲7 億円減少しました｡ 

【純行政コスト】 

・費用が増加（+3 億円）し、収益が減少（▲7 億円）したため、前年度と比較して 10 億円増

加しました｡ 

② 行政コスト計算書 

・一会計期間中の資産形成に結びつかない行政サービスに要した費用と、その対価として得られた収

益を表したものです｡ 

・収益には、経常的な行政サービスの提供に対して収入した使用料等が計上されています。 

・費用から収益を差し引いたものが純行政コストです｡ 

 

○群馬県の H30 年度決算の行政コスト計算書 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・行政サービスの提供に要した費用は 6,224 億円、行政サービスの提供による対価の使用料等

は 274 億円で、差引の純行政コストは 5,950 億円となっています｡ 

・行政サービスの提供にかかるコストのうち、職員給与等の人件費（34.7％）や、団体への補

助金支出等（29.6％）が大きな割合を占めています｡ 

・県の行政サービスに要する費用の大部分は、税収や地方交付税等により賄われています｡ 
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③ 純資産変動計算書 

・一会計期間中の純資産（貸借対照表）の増減を表したものです。 

 

○群馬県の H30 年度決算の純資産変動計算書 

 

 

 

④ 資金収支計算書 

・一会計期間中の資金の増減を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区分し表したもので

す。 

 

○群馬県の H30 年度決算の資金収支計算書 

 
 

・純資産残高は、前年度末と比べ 178 億円減少し、1,542 億円となりました。 

・１年間の資金収支等は 1 億円の赤字となっており、現金預金残高は、前年度末の 113 億円か

ら 112 億円に減少しています。 

・業務活動収支は、主な収入である県税（+79 億円）や地方交付税（+77 億円）、地方譲与税

（+38 億円）の増などにより、240 億円増加しました。 

・投資活動収支は、公共施設等の整備費用の増（＋100 億円）などにより、134 億円減少しまし

た。 

・財務活動収支は、県債の発行額が減少（▲123 億円）したことにより、95 億円減少しまし

た。 
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３．県全体財務書類 

 

 

 

① 全体貸借対照表 

○H30 年度決算の全体貸借対照表 

 

 

 

 

 

② 全体行政コスト計算書 

○H30 年度決算の全体行政コスト計算書 

 

③ 全体純資産変動計算書 

・資産総額は 1 兆 8,766 億円、負債総額は 1 兆 5,886 億円で、資産から負債を差し引いた純資

産は 2,880 億円となっています。 

・一般会計等と比較すると、1.13 倍の規模となっています。 

・行政サービスの提供に要した費用は 8,300 億円、行政サービスの提供による対価の使用料等

は 712 億円で、差引の純行政コストは 7,588 億円となっています。 

・一般会計等に地方公営事業会計（電気事業、工業用水道事業、水道事業、団地造成事業、駐車

場事業、施設管理事業、病院事業、国民健康保険特別会計）を加え、作成しています。 

・流域下水道事業は、公営企業会計適用の集中取組期間（平成 27～令和元年度）のため、連結対象

から除外しています。なお、令和 2 年度から公営企業会計を適用します。 
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○H30 年度決算の全体純資産変動計算書 

 

 

 

④ 全体資金収支計算書 

○H30 年度決算の全体資金収支計算書 

 

 

 

 

 

 

 

４．連結財務書類 

・純資産は、前年度末から 58 億円減少しています。 

・１年間の資金収支等は 32 億円の黒字となっており、現金預金残高は、前年度末の 819 億円か

ら 851 億円に増加しています。 
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① 連結貸借対照表 

○H30 年度決算の連結貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

② 連結行政コスト計算書 

・資産総額は 1 兆 9,028 億円、負債総額は 1 兆 5,998 億円で、資産から負債を差し引いた純資

産は 3,030 億円となっています。 

・一般会計等と比較すると、1.15 倍の規模となっています。 

 

・全体に地方独立行政法人、地方公社、出資比率２５％以上の第三セクター等２２法人の合計

２４法人を加え、作成しています。 

 ・地方独立行政法人：１法人 

   群馬県公立大学法人 

・地方公社：１法人 

群馬県住宅供給公社 

・第三セクター等：２２法人 

(公財)群馬県私学振興会         (公財)群馬県消防協会 

(公財)群馬県教育文化事業団       (公財)群馬県スポーツ協会 

(公財)群馬県長寿社会づくり財団     (公財)群馬県児童健全育成事業団 

(公財)群馬県生活衛生営業指導センター  (公財)尾瀬保護財団 

(一財)群馬県森林・緑整備基金      (公財)群馬県農業公社 

(公財)群馬県蚕糸振興協会        (公財)群馬県漁業増殖基金協会 

(公社)群馬県青果物生産出荷安定基金協会 (公財)群馬県馬事公苑 

(公財)群馬県産業支援機構        (公財)群馬県勤労福祉センター 

武尊山観光開発(株)           (公財)群馬県観光物産国際協会 

(公財)群馬県育英会           (公財)群馬県青少年育成事業団 

(公財)群馬県防犯協会          (公財)群馬県暴力追放運動推進センター 
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○H30 年度決算の連結行政コスト計算書 

 

 

③ 連結純資産変動計算書 

○H30 年度決算の連結純資産変動計算書 

 

 

 

④ 連結資金収支計算書 

・行政サービスの提供に要した費用は 8,357 億円、行政サービスの提供による対価の使用料等

は 761 億円で、差引の純行政コストは 7,595 億円となっています。 

・純資産は、前年度末から 58 億円減少しています。 
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○H30 年度決算の連結資金収支計算書 

 

 

・１年間の資金収支等は 35 億円の黒字となっており、現金預金残高は、前年度末の 845 億円か

ら 880 億円に増加しています。 


